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新型コロナ問題
知りたい、聞きたい、役立つ情報が満載

ひろげて下さい！

命を守る「　赤旗」

新
型
コ
ロ
ナ
問
題
に
よ
る
「
緊
急
事
態
宣
言
」
で
外
出
自
粛
・
休
業
要
請

が
呼
び
か
け
ら
れ
る
な
か
、
新
た
な
困
難
と
不
安
を
抱
え
て
い
る
こ
と
と
思

い
ま
す
。

「
赤
旗
」
は
、
コ
ロ
ナ
問
題
で
正
確
な
情
報
を
い
つ
も
提
供
し
、「
休
業
と

補
償
は
一
体
に
」
な
ど
、
都
民
・
国
民
の
声
に
よ
り
そ
い
、
命
と
暮
ら
し
を

ま
も
る
た
め
の
提
案
を
次
々
と
お
こ
な
っ
て
き
ま
し
た
。「『
赤
旗
』
に
は
、

知
り
た
い
、
聞
き
た
い
こ
と
が
載
っ
て
い
る
」
と
多
く
の
読
者
の
方
々
か
ら

喜
ば
れ
て
い
ま
す
。
引
き
続
き
の
購
読
と
と
も
に
、「
赤
旗
」
を
安
定
的
に

発
行
す
る
た
め
に
、
ま
わ
り
の
お
知
り
合
い
に
、
購
読
を
勧
め
る
な
ど
、
お

力
を
お
貸
し
く
だ
さ
い
。
ご
協
力
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

裏面もご覧ください。

「
赤
旗
」
は
、
各
地
で
共
産
党
が
と

り
く
ん
で
い
る
コ
ロ
ナ
問
題
で
の
ア

ン
ケ
ー
ト
に
よ
せ
ら
れ
た
住
民
の
声

を
ま
と
め
、
多
く
の
人
の
不
安
や
要

望
に
で
き
る
だ
け
素
早
く
こ
た
え
る

こ
と
を
重
視
し
て
い
ま
す
。

コ
ロ
ナ
問
題
で
の
「
Ｑ
＆
Ａ
」
は

第
３
弾
ま
で
発
表
。
毎
回
、「
わ
か
り

や
い
」「
参
考
に
な
っ
た
」
と
大
好
評

で
す
。

「
突
然
、
自
宅
待
機
や
解
雇
と
言

わ
れ
た
ら
」「
生
活
や
当
面
の
お
金
に

困
っ
た
と
き
は
」
な
ど
の
時
に
、
活

用
で
き
る
制
度
の
紹
介
な
ど
、
役
立

つ
情
報
も
随
時
満
載
し
て
い
ま
す
。

日
曜
版
に
都
医
師
会
副
会
長
が
登
場

し
、「
病
床
確
保
に
国
は
補
償
を
」「
医
療

の
責
任
を
果
た
す
た
め
に
防
護
具
の
確

保
」
と
切
実
な
訴
え
。「『
赤
旗
』
の
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー
に
こ
た
え
る
の
も
、
こ
の
危
機

を
み
ん
な
で
乗
り
切
ろ
う
と
い
う
気
持
ち

か
ら
」
と
話
し
ま
す
。

「
救
え
る
命
守
る
」―
医
療
の
最
前
線
で
頑
張
る
現

場
の
訴
え

「
感
染
爆
発
を
抑
え
る
に
は
」「
医
療
崩
壊
止
め
る

に
は
」「
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
な
ぜ
少
な
い
？
」―
要
望
や
声

に
こ
た
え
る「
Ｑ
＆
Ａ
」は
わ
か
り
や
す
い
と
好
評

（
赤
旗
日
曜
版　
４
月
19
日
付
）

こんなときに活用できるお役立ち情報
労働・雇用・就業対策として活用できる
●自宅待機や解雇といわれたら●雇用調整助成金制度
●休校に伴う補償制度は※具体的相談は全労連の労働
相談ホットライン（0120－378－060）へ
医療などで使える制度
●国民健康保険料（税）の免除など●資格証明書でも保
険証と同様の検査・治療●国民健康保険でも傷病手当金
中小・小規模事業対策への貸し付け
●日本政策金融公庫や商工中金●信用保証制度
生活や当面のお金に困ったときには
●生活福祉資金貸付制度●住居確保給付金制度●生
活保護制度

しん
ぶん



あわせてお読みください。
東京を変える！東京がわかる！

東京のことなら「東京民報」で !
①市民と野党の共闘の発展を激励・熱烈報道
②東京の日本共産党議員の活躍や運動を紹介
③東京の豊かな芸術・文化、話題の人にスポット

しんぶん「赤旗」とともにお届けします。
毎週日曜日に発行　都外の方には郵送（送料200円）

「東京民報」編集部
に、「東京のことがよく
わかる」「知りたい情報
が満載」「毎週の『東京
民報』が楽しみ」など
の声がよせられます。
『東京の動き』を深堀
する「東京民報」を、
ぜひお読みください。

「自粛と一体で直接支援
を」と都に緊急対策を
要請する共産党都委員
会のコロナ対策本部の
とりくみと谷川智行本部
長に「聞く」を報道する
４月５日付「東京民報」。

週　刊
月４００円

志
位
委
員
長
が
、感
染
爆
発
・
医
療
崩
壊
を
止
め
る

緊
急
提
案
を
発
表

「
外
出
自
粛
や
休
業
要
請
と
一
体
に
補
償
を
」は
圧
倒

的
多
数
の
国
民
の
声

提
案
は
、
①
外
出
自
粛
・
休
業
要
請
で
損
失
を

受
け
て
い
る
個
人
・
事
業
者
に
、
生
活
と
営
業
が

持
ち
こ
た
え
ら
れ
る
補
償
を
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
に
実

施
、
②
医
療
崩
壊
を
止
め
る
た
め
の
検
査
体
制
の

改
善
・
強
化
、
医
療
現
場
へ
の
財
政
的
支
援
、
③

介
護
・
障
碍
者
な
ど
社
会
保
障
の
体
制
を
守
り
、

ジ
ェ
ン
ダ
ー
の
視
点
で
の
対
策
、
④
消
費
税
５
％

へ
の
減
税
に
踏
み
切
る
、
な
ど
４
つ
の
柱
。

補償すべきだ
82％

補償する必要
はない　12％

国が休業補償を

共同通信 電話調査
（４月10～13日） 1

感染爆発、医療崩壊を止める緊急提案

　安倍政権は、新型コロナウイルス感染症対策の「緊急経

済対策」とそれにもとづく補正予算案を編成しましたが、

その最大の問題点は、「外出自粛や休業要請と一体に補償

を」という国民の圧倒的多数の要求に背を向けていること

にあります。「補償なき緊急事態宣言」では、安心して自粛

することも、休業することもできません。感染の爆発的拡

大を抑止するうえでも、この姿勢を根本から改めることが

必要です。

　もう一つの問題点は、医療崩壊を阻止するための実効あ

る措置が、まったく盛り込まれていないことです。医療の

実態は、PCR 検査が遅れに遅れ、多くの国民が必要な検査

を受けられない状態が続くもとで、市中感染が広がり、各

地の病院で院内感染が広がるなど、きわめて深刻です。政

府は、この深刻な問題に対する方策をもたず、補正予算の

内容も貧弱です。ここにもただすべき中心点があります。

　日本共産党は、外出自粛・休業要請と一体の補償に踏み

出す、新型コロナの検査体制の抜本的改善・強化と医療現

場への本格的財政支援を行うなど、直面する新型コロナ危

機から国民の命と暮らしを守る予算を編成すること、そし

て、消費税5%減税をはじめ、経済危機から国民の生活を守

るために政治が責任を果たすことを求めます。

　　外出自粛・休業要請などによって、直
接・間接の損失を受けている、すべての個人
と事業者に対して、生活と営業が持ちこた
えられる補償を、スピーディーに実施する

（1）緊急に、すべての日本在住者を対象に 
1人10万円の給付金を支給する

　政府の「世帯に30万円」給付は、「収入が半減」とか「収

入が減って住民税非課税水準に」など、さまざまな条件で

「線引き」するために、対象が狭いうえに、不公平をつくり

だします。例えば、「半減」という条件のために、単身世帯で

月収が30万円から15万円に減った人は対象になります

が、25万円から13万円に減った人は対象になりません。

収入が6割、7割に減った人も生活が大変なことには変わ

りがありません。困っている人の中で、国が「線引き」をし

て、分断を持ち込む――社会の連帯が必要なときに絶対に

やってはならないことです。

　政府の方針に対し、国民から強い批判が噴き出すなか

で、与党内からも、給付金は「1人10万円」にという声があ

がり、首相も「方向性を持って検討する」と言わざるを得

なくなっています。そうであるなら、速やかに補正予算を

組みなおして、条件や「線引き」なしに「1人10万円」を給

付すべきです。

　――すべての日本在住者を対象に「1人10万円」の給付

金を支給します。すべての人を対象にすることが、スピー

ドという点でも、「線引き」による不公平をつくらないとい

う点でも、最も有効な方法です。給付は、住民登録されてい

る市町村を窓口に、諸外国で行われているように、本人確

認ができる簡易な申請（郵送やメールなど）で指定された

口座に振り込み、住民登録や銀行口座がない人にも福祉窓

口などから支給できるようにします。

（2）生活と事業を支えるための継続的な補
償を行う

　――「生活を支える」という点では、休業を余儀なくさ

れた労働者（正社員も非正規社員も）、個人事業主、フリー

ランスなどの賃金・収入の8割を補償します。

新型コロナ対策補正予算案への提起　　2020 年４月16日　日本共産党

外出自粛・休業要請と一体の補償、
検査体制強化と医療現場への
本格的財政支援を
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どを、介護事業者まかせにせず、国の責任で市町村や保健

所などが相談にのれる体制を早急につくります。介護労働

者も、利用者も、感染の疑いがある場合は、必ず検査を行

い、安心して介護を続けられるようにします。

　――感染者や濃厚接触者への訪問介護等に関する介護

報酬や、訪問サービスを含む新型コロナウイルスに対応し

た事業所の従事者への特別手当を創設します。

　――介護事業所の感染症対策の必要経費を補償し、感染

防止に最善をつくします。

　――不足しているマスク、防護服、消毒液などを、病院と

同等に優先的に供給します。

　――デイサービス中止などによる減収分を全額補償し

ます。

　――障害者施設についても、介護事業と同様の問題が起

きており、補償します。

（2）DV・子どもの虐待への相談体制と緊急
避難先確保をはじめ、コロナ対策でも
ジェンダーの視点を重視する

　外出自粛要請によって、DV（ドメスティックバイオレン

ス）や子どもの虐待が増えています。シングルマザー家庭

や、非正規労働者、家庭に居場所のない若年女性などは、解

雇やシフト削減に直面すると一気に生活困窮に突き落とさ

れてしまいます。日本社会に広く残されているジェンダー

差別が、この問題でも深刻な矛盾となって表れています。

　医療や保育、学童保育、介護、そして、食料品や日用品の

安定的な販売など、感染症拡大の中でも、社会の基盤を支

え、命と健康を守るために、多くの女性が働き、その力で支

えています。しかし、政府の対策策定に女性の参加が決定

的に少なく、コロナ最前線でがんばっている女性への連帯

のメッセージもありません。コロナ対策にジェンダーの視

点をつらぬくことが求められています。とくに、次の対策を

緊急に取ることを求めます。

　――DVや虐待に対する相談窓口やワンストップ支援セ

ンターなどの相談・支援体制を緊急に拡充し、緊急避難先

（ホテル、公共施設など）を確保します。休校の長期化で子

どもの状態がわかりにくくなっており、子どもを虐待から

守るため、教育と児童相談所の連携強化を行います。

　――女性が多いパート、派遣などの非正規労働者の不当

な解雇・雇い止めをやめさせ労働行政の監視と指導を強め

ます。政府の給付金は、対象が狭く、児童1人1万円の手当

ではとても実態に合いません。「1人10万円」をすべての日

本在住者を対象に支給することが必要です。政府のような

「世帯」ではなく個人を対象にすることはジェンダー平等

の視点からも大切です。

　――出産予定の病院が突然閉鎖になる、里帰り出産を断

られる、両親学級が閉鎖されるなど、妊婦にさまざまな影

響と不安を広げています。ネットや電話での特別な相談体

制、「コロナ対応」転院による負担増を起こさないなど、必

要な対策を強化します。

（3）学生への支援を国の対策に位置づける

　学生は、キャンパスに入れず、アルバイトもなくなり、帰

省もできずに、アパートにこもることを「要請」されていま

す。ところが政府の対策には学生が抜け落ちています。

　――学生アルバイトによる収入減も支援対象として8割

を補償する、休校や構内立ち入り禁止期間中の学費（授業

料）を、国が全額補塡して返還するなどの支援策をすすめ
ます。この期間は、奨学金の返済を猶予します。

　　消費税5%への減税に踏み切る

　外出を自粛していても、食料はじめ生活必需品は購入し

ます。そこにかかる消費税を減税することは、所得の少な

い人ほど手厚くなる重要な生活支援策です。そして、新型

コロナ感染が終息に向かう時期には、最も効果的な消費喚

起、需要拡大効果となります。

　日本経済は、消費税増税で打撃を受けていたところに、

コロナショックともいえる需要と消費の大きな減退がお

きています。消費税率5%への引き下げは、一時的ではない

経済対策として大きな力を発揮します。

　――消費税5%への減税に踏み切ります。

　――その財源は、コロナ終息後に、大企業や大金持ちに

応分の負担を求めるなど、応能負担を原則とした税制の見

直しをすすめて確保します。
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春号外

毎
日
新
聞
の
世
論
調
査
（
18
、
19
日
実
施
）
で

は
、
新
型
コ
ロ
ナ
問
題
へ
の
安
倍
政
権
の
対
応
を

「
評
価
し
な
い
」
が
53
％
。

今
こ
そ
政
府
が
、
感
染
防
止
策
と
し
て
外
出
自

粛
・
休
業
要
請
と
同
時
に
、
し
っ
か
り
し
た
補
償

を
打
ち
出
す
こ
と
が
急
務
で
す
。

新型
コロナ
東京の対策

都立病院
独法化

羽田
新ルート

国民１人あたり10万円給付へ、
「赤旗」は国民と力あわせ
政府を動かしています


